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算定基礎届の提出を終えました。御協力ありがとうございます。

標準報酬月額決定通知書は、8月中、遅くとも９月半ばまでに年金事務センターから直接事業所に郵送されてきます。４、５、６月の給与データが記載されていますので、開封は担当の方が行うよう十分ご注意下さい。

平成23年8月より基本手当（失業手当）日額※の最高額、最低額と、高年齢雇用継続給付の支給限度額が引き上げられました。詳しくは下表の通りです。
※基本手当（失業手当）日額は、賃金日額(☆)に給付率（日額により50～80％）をかけたものです。

(☆)賃金日額は、退職前6ヶ月における1日当たりの平均賃金額

<基本手当日額の最高額>
	年齢
	改正前
	改正後

	60歳以上65歳未満
	6,543円
	6,777円

	45歳以上60歳未満
	7,505円
	7,890円

	30歳以上45歳未満
	6,825円
	7,170円

	30歳未満
	6,145円
	6,455円


◆最低額は1,600円→1,864円になりました。
<高年齢雇用継続給付の支給限度額の引き上げ>
	改正前
	改正後

	327,486円
	344,209円


傷病手当金とは、健康保険に加入している人が私傷病で3日連続して仕事を休み、給料を受けられない場合、４日目から賃金の約２/３が給付される制度です。

　以下の４つの条件を満たした時、支給開始から１年６ヶ月以内で支給されます。(途中で出勤している期間があっても延長はされません)

①病気・けがで休んでいること

病院にかかる前に自宅療養の期間があった場合、その期間も含みます。

②仕事にでられないこと

今までより軽易な仕事についたり、出勤時間が短かくても、出勤している場合は支給されません。

③４日以上仕事を休んでいること

　　病気やケガで仕事を休んだ日が連続して３日間（待期）あったうえで、４日以上休んだ場合に、４日目から支給が開始されます。

④給料を受けられないこと

　　給料を受けていても傷病手当金の額より少ない（給料の2/3以下）場合、差額が支給されます。

－傷病手当金申請のポイント－

ア.労務不能であった日ごとにその翌日から２年間で請求権の時効となります。数ヶ月分をまとめて提出することも可能ですが、本人（被保険者）の生活を保障するという考えから毎月給与の締日で区切って申請することが多いです。

イ.傷病手当金を受給している期間も社会保険料は発生します。休職期間中の社会保険料について、あらかじめ説明しておくのがよいでしょう。

ウ.傷病手当金申請後、入金まではおおよそ１～２ヶ月かかります。

エ.退職日に出勤をしておらず、被保険者期間が１年以上あり、退職前にすでに傷病手当金の支給を受ける権利がある場合は、退職後も継続して傷病手当金を受けることができます。その後アルバイトを1日でもし、給与を受けた場合、その後の傷病手当金は受けられないのでご注意ください。
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；うつ病にかかったと社員から報告を受けました。この場合、会社はどのようなことをしたらよいのでしょうか？
Ａ；うつ病は、本人の性格や家族の問題等プライベートが原因となることもありますし、職場環境等仕事が原因となることもあります。

　仕事がうつ病発症の原因の多くを占めていると判断される場合、うつ病が労災と認定される場合もありますので、会社はまず労災の可能性がないかを以下の1～3をもとに検討する必要があります。
1.時間外労働時間の確認
　長時間労働は、精神面も含めて健康に障害を及ぼす可能性があります。
(1)うつ病発症前6ヶ月間を平均した1ヶ月あたりの時間外労働時間
①45時間以内
→うつ病と業務との関連性が低い
②45時間を超える
　→業務がうつ病の原因となった可能性がある
(2)うつ病発症前2～6ヶ月間を平均した1ヶ月あたりの時間外労働時間
①80時間を超える
　→うつ病と業務との関連性を疑うべき
　②100時間を超える
　→うつ病と業務との関連性がかなり高い
2.うつ病発症前６ヵ月の間に、うつ病を発病させるような業務による強い心理的負荷があったかを確認
　「過重な責任の発生、仕事の量・質の変化、仕事の失敗、仕事における対人関係の変化」など、計７項目に及ぶ「職場における心理的負荷評価表」を元に確認できます。
3.業務以外の心理的負荷及び個体側要因によってうつ病になったかの確認
　「自分の出来事、自分以外の家族・親族の出来事、金銭関係」など、計６項目に及ぶ「職場以外の心理的負荷評価表」を元に確認できます。
　業務が原因であると考えられる場合、労災の申請を行なうことも考えなければいけません。実際に労災申請をした場合は、1～3それぞれ検討され、総合的な判断がされます。認定には半年以上かかることも多いようです。
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